大阪狭山市の財政状況について
（歳入決算額まで→ブログに掲載）

「歳出決算額」（目的別・普通会計）（Ｐ－３）

　支出には目的別と性質別との二つの分類方法がある。

・目的別の内容

　この区分は予算の款・項の区分を基準として、市の経費を行政の目的によって分類するもので、各費目の主な内容と金額は資料（Ｐ－３）参照されたい。
これらの歳出総額はｘｘｘ億ｘ千ｘｘｘ万円となっている。
下記の円グラフは、目的別の歳出構成比を表示したもの。

「歳出決算額」（性質別・普通会計）（Ｐ－４）
・性質別の主な内容と金額は資料（Ｐ－４）を参照されたい。
・扶助費の対前年度比較では、保育サービスの充実、生活保護費などの増加により、１億１６００万円、４．６％と増加した。

・公債費はｘｘ億ｘ千ｘｘｘ万円で、これは市債の借入に伴う返還金であり、元金と利息を合計した金額を計上。公債費の今後の予測は、市債の借入金の残高は年々減少しているが、各年度において新規で借り入れる額にもよるが、返還金は増加傾向にあり、平成２５年ごろまでは毎年２４億円前後の返還金で推移するものと予測。今後も、財政状況をみながら借入金の抑制をはかるなど、次世代の負担を少しでも軽減するための努力が必要不可欠である。
　～本項目はあとで質問として出たもの～
・人件費、扶助費、公債費の３つの経費は、家計における住宅ローンの支払いのように、その支出が義務付けられていて、任意に削減することが難しいことから、義務的経費と呼ばれる。また、義務的経費が支出に占める割合が多くなると他の経費が圧縮されることから、財政状況は硬直している、低いほど弾力性があることになる。本市の場合は、その割合が６１％となっている。
下記の円グラフは、性質別の歳出構成比を表示。

「決算状況カード」（Ｐ－５，６）

・各年度に実施した地方財政状況調査の集計結果に基づき、普通会計の歳入・歳出決算額、各種財政指標等の状況について取りまとめたもの。
・記載内容は、決算カードと表題があり、その下の方には人口等の記載がある。その下の歳入・歳出の状況は、１ページの普通会計での収支の状況の内容となっている。
・歳入総額、歳出総額の右側の基準財政需要額は、地方交付税の算定基礎となるもので、各地方公共団体が合理的かつ妥当な水準における行政を行い、または施設を維持するための財政需要を一定の方法によって算定した額である。
・基準財政収入額については、各地方公共団体の財政力を合理的に測定するために、標準的な状態において徴収が見込まれる税収入を、一定の方法によって算定した額である。
・基準財政需要額が基準財政収入額を超える地方公共団体に対して、その差額（財源不足額）を基本として、普通交付税が交付される。
・標準財政規模については、地方公共団体の標準的な状態で、通常収入されると見込まれる経常的一般財源の規模を示すもの。
・財政力指数については、基準財政収入額を基準財政需用額で割って得た数値の過去３ヵ年の平均値のことで，国が各種財政援助措置を行う場合の財政力の判断指数とされているもの「1」に近いほど財源に余裕があるとされ，単年度で「1」を超える地方公共団体は普通交付税の不交付団体となる。
・右側の歳入の状況、左側の性質別歳出と目的別歳出は、２ページ　３ぺージ　４ページの内容をまとめたもの。
・性質別の表の右側の欄の経常収支比率という項目、この率は 地方公共団体の財政構造の弾力性を判断するための指標で､人件費､扶助費､公債費のように毎年度経常的に支出される経費(経常的経費)に充当された一般財源の額が､地方税､普通交付税を中心とする毎年度経常的に収入される一般財源(経常一般財源)､の合計額に占める割合を表したものであり、この比率が高いほど財政構造の硬直化が進んでいることを表す。
平成１９年度の本市の指標は、９６．５％となっている。
　　平成１９年度決算については、財政調整基金の取崩等を行わず実質収支が黒字となっているが、経常収支比率は依然高い数値であることから、今後も財政の健全化に取り組んで行く必要がある。
「決算概要（家計簿編）」（Ｐ－７，８）
決算状況を少しでも分かりやすくするために、平成１９年度の普通会計の決算額を家計簿にたとえて作成した資料。
・収入の部　（Ｐ－７）
市が独自で収入できる給料(市税)と、親等からの援助と表現している地方交付税などの収入額が総額の大部分を占めている。親等（国、大阪府）からの援助は、状況などにより援助額が増減する場合があり、これらの増減により生活に大きな影響を与えることがよく分かる。また、生活ローンと表現している市債（臨時財政対策債）の借入れを行って収支均衡を行っている状況となっている。　
・支出の部（Ｐ－８）
食費(人件費)と家族の医療費や保育料など（扶助費）、ローンの返済と表現している（公債費）などの義務的経費で支出額の約６１％を占めている状況である。
「大阪府が平成１９年度決算について府下の市町村の概要をまとめたもの」

（Ｐ－９，１０）

９ページは本市との決算規模と決算収支についての比較となっているので、全体としての収支額等の状況を参考として見ていただきたい。
１０ページは平成１９年度における府下の赤字団体の状況であり、前年度、赤字であった忠岡町が黒字となったことにより、ｘｘ市、ｘｘｘ市、ｘｘｘ市の３団体が赤字となっている。本市は黒字決算となっており、実質収支比率では３．２％となっている。また、実質収支比率の計算方法は、実質収支額を標準財政規模で割った比率である。
＊注：
赤字団体については、財政再建団体となった北海道夕張市とは違って、府下の３つの赤字団体については、実質収支が赤字である団体ということであって、府下の３つの団体は財政再建団体ではない。

ちなみに、財政再建団体となると、国の指導・監督の下「財政再建計画」を作成し、収入･支出の両面にわたり、厳しい見直しを求められ、自治体として独自の施策などができなくなるだけでなく、行政サービスの著しい低下や、保育料、使用料・手数料、国民健康保険料などの値上げを求められ、住民の皆さんの負担が増加することとなる。
「経常収支比率の状況」（Ｐ－１１）

経常収支比率は支出額のうち毎年支出されるような経常的経費にあてられた一般財源が、収入額のうち地方税、普通交付税などの経常的に入ってくる一般財源の総額に占める割合を表したものであり、この比率が高いほど財政構造の硬直化が進んでいる団体となる。
平成１９年度の本市は、９６．５％となっており、この表の９０％以上１００％未満の団体の数に入っている、また順位は、４１市町村中１０番目であり、３１市中６番目となっている。
経常収支比率の分布図（Ｐ－１２）
１１ページに掲載の各市の経常収支比率の分布図。本市の経常収支比率は、本グラフの９４％と府内都市平均９８．５％の間だのあたりに位置している。
実質公債費比率と起債制限比率の状況（Ｐ－１３）
　実質公債費比率と起債制限比率の状況について比較したもの。双方ともに建設事業等を実施するための財源として、借り入れた借金の返還額に対する指標となっている。計算方法については、右側に記載のとおり。
　本市の実質公債費比率は１１．９％であり、１０％以上１８％未満の団体数に含まれ、起債制限比率は１５．１％で、１５％以上の団体数に含まれている。現在、地方債の発行に関しては、大阪府への協議制となっているが、実質公債費比率が１８％を超えると許可制となり、地方債の借入に一定の制限が要る。本市では過去に借入をおこなった「小学校・中学校の整備事業債、道路整備事業債、さやかホール建設事業債」の返還金は、減少傾向にあるものの、臨時財政特例債等の借入の返還金が増加傾向にあるため、今後の地方債の発行には、慎重に取り組む必要がある。

地方債の現在高と積立金現在高の状況（Ｐ－１４）

　まず、地方債の現在高は平成１９年度でｘｘｘ億ｘ，ｘｘｘ万円となり、
人口１人当たり額ではｘｘ万ｘ千ｘｘｘ円と、大阪府全体に比べて５万1千７１６円高くなっている。
　また、積立金現在高の状況は総額でｘｘ億ｘ，ｘｘｘ万円となり、人口１人当たり額で４万９，４９７円となっており、大阪府全体の額より８６２円高くなっている。
普通会計の決算状況（Ｐ－１５）

　大阪府下の政令指定都市を除く市町村の平成１９年度普通会計の決算状況
であるが、各市との決算額比較などの参考にされたい。
以上が大阪府下の市町村との比較を紹介した。
健全化判断比率と資金不足比率（Ｐ－１６）
この比率は、平成１９年６月に「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」が公布され、地方公共団体は、毎年度、健全化判断比率等を監査委員の審査に付し、その意見を付して議会に報告するとともに、公表しなければならないとされている。
この法律は、現行の財政再建団体制度の５０年ぶりの見直しであり、現行制度が「夕張市問題」に十分に機能しなかったことを反省、その問題点を改善した制度である
今回の財政健全化法では、「早期健全化」と「財政再生」の２段階で財政悪化をチェックするとともに、特別会計や企業会計も併せた連結決算により地方公共団体全体の財政状況をより明らかにするものとなった。
財政健全化を判断するための財政指標に関しては、「実質赤字比率」「連結実質赤字比率」「実質公債費比率」「将来負担比率」の４つが規定されている。
また、各公営企業については、資金不足比率により経営健全化段階になった場合には、経営健全化計画を策定し、経営の健全化を図ることになる。
それぞれの内容

「実質赤字比率」：一般会計及び特別会計のうち普通会計に相当する会計における実質赤字等の標準財政規模に対する比率。

「連結実質赤字比率」：全会計の実質赤字等の標準財政規模に対する比率。

平成１９年度決算では１頁の記載のとおり黒字であるため、「実質赤字比率」「連結実質赤字比率」とも赤字比率は該当なしで、負の値で表示しているのは黒字の比率を表しているもの。

「実質公債費比率」：地方債の事前協議制度移行にともない既に用いられている指標で、１８％を超えると地方債の発行が協議制から許可制となり一定

の制限が課せられる。本市の状況は１１．９％となっている。
「将来負担比率」：公営企業・出資法人等を含めた普通会計の実質的負債の標準財政規模に対する比率で、本市の状況は、７７．８％となっている。
早期健全化基準・財政再生基準については、それぞれ記載のとおり。

資金不足比率は、本市の状況は資金不足を生じた企業会計はないため、資金不足比率は該当なし。
１７～２２ページまでは、各比率の内容の資料となっているので、説明は省略する。

２３・２４ページは大阪府が作成した資料で、１９年度決算に基づく健全化判断比率と資金不足比率の状況である。各市との比較などの参考にされたい。

　次に、２５～３０ページについては、本市の状況について、主な項目の年度間の移り変わりを比較した資料である。
市税の推移（Ｐ－２５）
平成９年度はｘｘ億ｘｘｘｘ万円から、平成１６年度にはｘｘ億ｘｘｘ万円まで落ち込み、１１億７８００万円も減少した。その後は上昇に転じていますが、地方税についは、本市における収入のなかでも、もっとも高い構成比率をしめる主要な収入である。

しかし、市民税については、景気の動向による所得の変動や、固定資産税については、不動産地価の上昇や下落の影響を受けやすいものであり、今後大幅な増収を見込めない状況である。
地方交付税の推移（Ｐ－２６）
平成１２年から大きく減収となっており、平成１２年と平成１９年を比較すると１６億８００万円も減少している。
この減少の原因としては、交付税に算入されていた文化会館・コミュニティセンターなどの施設整備に係る交付税措置などが年々減少してきていることと、平成１３年度より普通交付税を減額するために、交付税の一部が地方債に振替えられたことなどが、大きな要因である。また、三位一体改革の実施以後、普通交付税の算定基礎となっている行政経費が、確実に削減されてきており、今後も大幅な増額はないものと考えねばならない。
人件費の推移（Ｐ－２７）
　歳出で一番大きく減少している項目は人件費であり、これは職員の定員管理の適正化などの取組みによる結果である。
人件費については、退職手当が含まれているため年度によっては大きな増減となって振れるので、年度間比較が容易にできるように、人件費のうち職員給についても掲載している。

　普通会計ベースで職員数については、平成９年度で５０６人から平成１９年度の３８４人まで、１２２人減少している。
人件費以外の主な性質別歳出の推移（Ｐ－２８）
　人件費以外の主な性質別歳出の推移を平成９年度と比較すると、普通建設事業が大幅に減少しているのと対照的に、扶助費が年々増加傾向になっている。
扶助費については、４ページで説明したように、社会保障の一環として、児童、高齢者、心身障害者等を支援するために支出する経費であり、今後も増加傾向になると予想している。
地方債現在高の推移（Ｐ－２９）
地方債現在高の推移は、建設事業などに充てるための借入は減少しているため、地方債の現在高は減少傾向にあるが、赤字地方債として特例的に発行を認められた臨時財政対策債の現在高が増加傾向にある。地方債の元利償還額については、平成２５年ぐらいまでは、毎年２４億円前後の償還が予定されており、後年度に及ぼす影響などを考え、今後の借入に関しては十分精査した上で借入を行う必要がある。
人口の推移（Ｐ－３０）　

参考として、人口の推移等を記載した。
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